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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標１ 男性中心型労働慣行等を見直し、仕事と生活の調和（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）を

可能とする就業環境の充実 

 

【目標値に対しての達成状況】 

令和３年度の数値は、男性は

18.5％と前年度と比べ 5.7ポイ

ント増加し、目標を達成した。

女性は 92.6％と前年度に比べ

1.7 ポイント増加したが、目標

を達成できなかった。 

 国の調査（※）によれば、男

性労働者（正社員）のうち、育

児休業未取得で、かつ取得した

か っ た と 回 答 し た 割 合 は

29.9％であり、取得しなかった

理由として、収入を減らしたく

ないからや職場の雰囲気など

が多く挙がっている。 

※厚生労働省「令和２年度仕事と育児

等の両立に関する実態把握のための調

査研究事業」（末子出生時の育児休業取

得状況・男性正社員） 

【今後の取組の方向等】 

令和４年４月から順次施行

された改正育児・介護休業法の

周知啓発を図るとともに、企業

における働き方改革の取組を

支援し、従業員がワーク・ライ

フ・バランスを実現でき、男女

がともに働きやすい職場環境

づくりの促進に努める。 

特に男性の育児休業取得率

においては、男性労働者が育児

に参加しやすい職場環境づく

りなど、仕事と子育ての両立支

援に積極的に取り組む企業を

「パパ・ママ子育て応援プラ

ス」として認定するとともに、

さらに認定メリットとして育

児休業を取得した労働者とそ

の事業主向けの助成金を交付

することにより、取得率の更な

る向上に努める。 

 

◆ 育児休業取得率（女性・男性） 

 

目標数値(令１)
女性95.0％
男性4.0％

資料：新潟県産業労働部しごと定住促進課
      「新潟県賃金労働時間等実態調査」

※年度：前年7月1日から当年6月30日
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標１ 男性中心型労働慣行等を見直し、仕事と生活の調和（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）を

可能とする就業環境の充実 

 

【目標値に対しての達成状況】 

令和４年３月 31 日現在の登

録企業数は 1,296社となり、目

標数値を達成した。 

近年は登録の伸び率が上が

っており、職場における男女共

同参画に対する意識が一定程

度浸透していること、既登録企

業等からの周知等も増加の要

因と考えられる。 

 

【今後の取組の方向等】 

今後も企業から制度の趣旨

を理解してもらうとともに、登

録のメリットを感じられる効

果的な支援策を実施し、職場に

おける男女共同参画の取組を

一層促進していく。 

 

◆ ハッピー・パートナー企業（新潟県男女共同参画推進企業） 

登録数（累計） 

 

 

令和３年の所定外労働時間

数は、新型コロナウィルス感染

症の流行の影響により令和２

年度に大きく減少した数値が

従前の水準に戻ったが、依然と

して男女間で２倍程度の開き

がある状況が続いている。 

長時間労働は、仕事と家庭の

両立や、女性のキャリア形成等

を阻む要因となっており、働き

方改革の推進に向け、企業の取

組支援や社会的機運の醸成が

必要である。 

 

◇所定外労働時間数（男性・女性） 

 

目標数値（令３）
1,080社

資料：新潟県知事政策局政策企画課男女平等・共同参画推進室調べ
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資料：新潟県産業労働部しごと定住促進課「新潟県賃金労働時間等実態調査」
（平成27～30年）
　　　厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和元年以降）
　※「新潟県賃金労働時間等実態調査」の調査項目を変更したため、令和元年
から厚生労働省が実施する「賃金構造基本統計調査」により代替
　　（平成27～30年は７月分賃金、令和元年以降は６月分賃金による調査）
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標１ 男性中心型労働慣行等を見直し、仕事と生活の調和（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）を

可能とする就業環境の充実 

 

令和３年度の新潟県の女性職員

の育児休業取得率は、知事部局、教

育庁、病院局いずれも 100％となっ

ており、近年は 100％で推移してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇新潟県職員の育児休業取得率（女性）(知事部局・教育庁・病院局) 

 

 

令和３年度の新潟県の男性職員

の育児休業取得率は、24.4％とな

り、前年度に比べ全体で 7.4 ポイン

ト増加した。前年度と比べ、いずれ

の任命権者においても増加してい

る。 

 

◇新潟県職員の育児休業取得率（男性）(知事部局・教育庁・病院局) 

 

【関連事業】  Ｐ62 「基本目標・重点目標・施策の基本的方向別事業一覧」No.167～190 

参考指標

※図の（全体）は、知事部局、教育庁、病院局の合計を表示
資料：新潟県総務管理部人事課・教育庁・病院局調べ
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標２ 男性にとっての男女共同参画 

 

【目標に対しての達成状況】 

令和３年度に実施した「県民アン

ケート調査」によると、「夫は外で

働き、妻は家庭を守るべきである」

という考え方に反対の男性の割合

は 59.1％であり、計画策定時（平成

26 年度）と比べて増加しており、目

標を達成した。 

 

【今後の取組の方向等】 

家庭等への男性参画を促し、男性

にとっての男女共同参画の意義の

啓発等を推進するとともに、男性が

家事・育児・介護等に参画しやすい

環境整備を促進する。 

 

◆ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方

に反対の男性の割合 

 

 

 

令和３年における家事時間につ

いて、女性が費やす時間を 100と

した場合の男性の費やす時間の割

合は 20.3であった。 

男性の家事時間は 1日平均 30 分

で、平成 28 年と比べると 7 分の増

加しており、男性の家事時間は依

然として少ないものの、増加傾向

にある。 

 

◇男性の家事参画度（女性が費やす時間を 100とした場合の男性の費や

す時間の割合）（新潟県） 

 

 

【目 標】
増 加

参考指標

資料：総務省統計局「社会生活基本調査」
　　　行動の種類別総平均時間（15歳以上）
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標２ 男性にとっての男女共同参画 

 

「６歳未満の子どもをもつ

夫婦と子どもの世帯」におい

て、令和３年における育児時間

について、女性が費やす時間を

100 とした場合の男性の費やす

時間の割合は 47.6 であり、平

成 23年と比べて 27.1ポイント

上昇した。 

男性の育児時間はほぼ倍に

なっている。 

 

◇男性の育児参画度（女性が費やす時間を 100 とした場合の男性の費やす

時間の割合） 

（新潟県・夫婦と子どもの世帯のうち６歳未満の子どもがいる夫婦） 

 

 

【関連事業】  Ｐ63「基本目標・重点目標・施策の基本的方向別事業一覧」No.191～200 

 

参考指標

資料：総務省統計局「社会生活基本調査報告」
　　　行動の種類別総平均時間（６歳未満の子どもがいる夫・妻）新潟県

224

126

185

46 47

88

20.5 

37.3 

47.6 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

50

100

150

200

250

平成23 28 令和3年

（％）（分）
妻の育児時間 夫の育児時間

妻に対する夫の時間の割合

計画策定時
の現状値



 38 

基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標３ 子育て環境の充実 

 

【目標に対しての達成状況】 

令和３年５月１日現在の支

援単位数は 742 であり、前年に

比べ 12増加した。 

共働き世帯の増加など、子育

て支援に対するニーズの高ま

りに伴い、支援単位数は年々増

加している。 

 

【今後の取組の方向等】 

今後も子育て支援ニーズの

高まりに応じられるよう、各種

施策を推進していく。 

 

 

 

◆ 放課後児童クラブ支援単位数 

 

 

【目標に対しての達成状況】 

 令和４年３月 31日現在の実

施か所数は 64か所であり、前

年度に比べ４か所増加してい

る。 

 共働き世帯の増加など、保育

ニーズの高まりに伴い、実施か

所は年々増加している。 

 

 

【今後の取組の方向等】 

今後も保育ニーズの高まり

に応じられるよう、各種施策を

推進していく。 

 

 

 

◆ 病児保育事業実施箇所数 

 

 

  

【目 標】
増 加

資料：新潟県福祉保健部子ども家庭課調べ

　　　平成28年～令和元年、3年は5月1日現在、
      令和2年は7月1日現在
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標３ 子育て環境の充実 

 

令和３年４月１日現在の実施

か所数は 780か所であり、前年

度から増減はなかった。 

 就労形態の多様化等に伴い、

保育時間を延長して子どもを預

けられる環境が必要とされてお

り、その保育需要は年々増加し

ている。 

 

 

◇延長保育を実施している保育所のか所数（新潟県） 

 

 

令和３年４月１日現在の実

施か所数は 45 か所であり、前

年度に比べ３か所増加してい

る。 

就労形態の多様化等に伴い、

休日に子どもを預けられる環

境が必要とされており、その保

育需要は年々増加している。 

 

 

 

◇休日保育を実施している保育所のか所数（新潟県） 

 

 

  

参考指標

資料：新潟県福祉保健部子ども家庭課調べ
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標３ 子育て環境の充実 

 

令和３年４月１日現在の実

施か所数は 524 か所であり、前

年度に比べ 4か所増加した。 

子育て支援ニーズの増加に

伴い、保育需要に応じた環境が

整備されたことによる。 

 

 

◇一時預かり事業を実施しているか所数（新潟県） 

 

 

令和４年３月 31 日現在の地

域子育て支援拠点のか所数は

232 か所であり、前年度に比べ

２か所増加した。 

子育て支援ニーズの高まり

に応じて、子育て支援の環境が

整備されている。 

 

 

 

◇地域子育て支援拠点のか所数（新潟県） 

 

参考指標

参考指標

資料：新潟県福祉保健部子ども家庭課調べ
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標３ 子育て環境の充実 

 

令和４年３月 31 日現在のフ

ァミリー・サポート・センター

のか所数は、20 か所であり、前

年度と同数であった。 

ファミリー・サポート・セン

ターは、地域における子育ての

相互援助活動の重要な拠点と

なっている。 

 

 

◇ファミリー・サポート・センターか所数（新潟県） 

 

 

令和４年３月 31 日現在のフ

ァミリー・サポート・センター

の会員数は、8,883 人であり、

前年度に比べ 169人増加した。 

会員数の増加は子育て支援

ニーズの高まりに起因してい

ると考えられる。 

 

◇ファミリー・サポート・センターの会員数（新潟県） 

 

参考指標

資料：新潟県福祉保健部子ども家庭課調べ
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資料：新潟県福祉保健部子ども家庭課調べ
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標３ 子育て環境の充実 

 

令和３年度の児童相談所の

虐待相談対応件数は 2,074件で

あり、前年度とほぼ同様の件数

だった。 

対応件数の増加は、虐待自体

が増えている可能性に加え、住

民や関係機関の意識、関心の高

まりに起因していると考えら

れる。 

 

◇子どもに対する虐待相談対応件数（新潟県） 

 
  

 

【関連事業】  Ｐ63,64「基本目標・重点目標・施策の基本的方向別事業一覧」No.201～241 

 

  

参考指標

　資料：新潟県福祉保健部子ども家庭課調べ
　　※令和3年度は速報値
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標４ 高齢者・障害者の社会参画と介護体制の充実 

 
【目標に対しての達成状況】 

令和３年の障害者の実雇用

率は全国平均と同様であり、全

国順位は前年から 2位下がった

ため、目標を達成できなかっ

た。雇用率は 10 年連続で過去

最高を更新しており、本県にお

ける障害者雇用は着実に進展

している。 

 

【今後の取組の方向等】 

引き続き、企業の負担感軽減

や不安感の解消を図るととも

に、障害者が企業の戦力となる

取組を支援することにより障

害者雇用を促進していく。 

◆ 障害者の実雇用率（民間企業） 

 
 ※法定雇用率：2.3％ 

 

【目標に対しての達成状況】 

シルバー人材センターの令

和４年の会員数は 20,002 人と

計画策定時（平成 28 年）と比べ

て減少し、目標を達成できなか

った。令和２年に一度増加した

ものの、その後再び減少に転じ

ている。 

 

【今後の取組の方向等】 

高齢者それぞれのライフス

タイルや心身状況・家庭状況等

に応じて、短時間勤務を含む多

様な就業機会の創出を促進し、

高齢者の就業ニーズの顕在化

と企業の人材ニーズ掘り起こ

しを通じて、更なる会員数の増

加やシルバー人材センターを

通じた就業の拡大を図ってい

く。 

 

◆ シルバー人材センターの会員数 

 

【目標】

全国平均・前年度の

全国順位を上回る

資料：厚生労働省「障害者雇用状況報告」
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【目 標】
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資料：（公社）新潟県シルバー人材センター連合会提供資料
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標４ 高齢者・障害者の社会参画と介護体制の充実 

 

 

 

 

 

【目標値に対しての達成状況】 

令和３年度のシニアカレッ

ジ新潟（旧新潟県高齢者大学）

の修了者数は 9,560人となり、

目標数値を達成できなかった。 

 

 

【今後の取組の方向等】 

引き続き、関係機関と連携し

ながら、シニアカレッジ新潟の

周知や魅力向上に努めていく。 

 

 

 

◆ シニアカレッジ新潟（旧新潟県高齢者大学）修了者数 

 

 

 

【関連事業】  Ｐ65 「基本目標・重点目標・施策の基本的方向別事業一覧」No.242～276 

 

 

 

 

  

資料：新潟県福祉保健部高齢福祉保健課調べ
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標５ 貧困等により困難を抱えた男女が安心して暮らせる環境の整備 

 

【目標に対しての達成状況】 

令和３年度の件数は、5,189

件（速報値）であり、前年度に

比べ 439 件減少したが、目標を

達成した。 

平成 28 年度以降、支援によ

り就労・増収した者は、合計で  

1,442 人（速報値）となった。 

 

【今後の取組の方向等】 

自立相談支援機関の支援員

に対する研修の実施により、支

援技術のさらなる向上を目指

す。 

 

◆ 自立相談支援機関の新規相談件数 

 

 

【目標に対しての達成状況】 

令和３年度の相談者就職率

は 69.0％であり、前年度と比べ

13.2ポイント増加した。 

新型コロナウィルス感染症拡

大の影響はあったが、ひとり親

ジョブマッチにいがたの運用

開始やそれに伴う登録企業の

開拓等、就業支援の取り組みを

強化したことが就職率の増加

につながったと考えられる。 

 

【今後の取組の方向等】 

就職率の増加に向け、継続し

て個々の相談者の状況の把握

等きめ細かな対応やひとり親

ジョブマッチにいがたの周知

等に取り組む。 

 

◆ ひとり親家庭等就業・自立支援センター相談者の就職率 

（相談者に占める就職者の割合） 

 

【関連事業】  Ｐ66 「基本目標・重点目標・施策の基本的方向別事業一覧」No.277～285 

【目 標】
増 加

資料：厚生労働省「生活困窮者自立支援制度の支援状況調査」
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資料：新潟県福祉保健部子ども家庭課「県ひとり親家庭等就業・自立支援セン
ター実績報告」
　※平成27年度の数値は「来所相談延べ人数に占める就職者の割合」であり、平
成28年度以降は「就業相談の新規登録者に占める就職者の割合」となっているた
め単純比較できない。
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標６ 地域や防災・災害復興分野等における男女共同参画 

 

【目標値に対しての達成状況】 

令和４年４月１日時点の女

性の自治会長は 300人で、女性

割合は 3.6％となり、前年に比

べ 0.5ポイント減少した。 

自治会長の女性割合は緩や

かではあるが増えつつあった

が、令和 4年は前年より減少し

目標を達成できなかった。 

 

【今後の取組の方向等】 

活力ある地域社会とするた

めには、地域課題に対する男女

共同参画の視点は重要であり、

引き続き女性参画が拡大され

るよう情報提供や啓発に取り

組む。 

 

◆ 自治会長に占める女性の割合 

 

 

【目標に対しての達成状況】 

令和４年６月１日時点の女

性登用率は 16.9％であり、前年

に比べ 1.3ポイント低下した。 

 積極的な女性登用に努めて

いるものの、委員が所属する団

体の人事異動により、女性委員

数が１名減少し、目標を達成で

きなかった。 

 

【今後の取組の方向等】 

引き続き、学識者委員等から

の積極的な女性登用や、関係団

体へ女性委員推薦の働きかけ

を行う。 

 

◆ 県防災会議委員に占める女性の割合 

 

目標数値（令３）
4.5％

【目 標】
増 加

資料：新潟県防災局防災企画課調べ
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基本目標Ⅲ 男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会づくり 

重点目標６ 地域や防災・災害復興分野等における男女共同参画 

 

 

【目標に対しての達成状況】 

令和４年３月 31 日時点の法

人数は 70 法人で、計画策定時

（平成 29 年）と比べて増加し

ており、目標を達成した。 

令和３年度、新潟県内の NPO

法人数全体が増加したことか

ら、「男女共同参画社会の形成

の促進を図る活動を行うこと

を目的とする NPO法人数」も同

様に増加したものと考えられ

る。 

 

【今後の取組の方向等】 

引き続き、男女共同参画の促

進に向けた情報発信や相談対

応に取り組み、ＮＰＯ法人の活

動を支援していく。 

 

 

◆ 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動を行うことを目的と

するＮＰＯ法人数 

 

 

 

【関連事業】  Ｐ66 「基本目標・重点目標・施策の基本的方向別事業一覧」No.286～298 

 

 

【目 標】
増 加

資料：新潟県総務部県民生活課調べ
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 計画の推進 

 

令和４年４月１日現在の制定

市町村数は９、制定率は 30.0％

であり、計画策定時から変わっ

ていない。 

 

 

◇市町村男女共同参画条例制定率（新潟県） 

 

 

令和４年４月１日現在の策

定市町村数は 20、策定率は

66.7％で、計画策定時から変わ

っていない。 

 

 

 

◇市町村男女共同参画計画策定率（新潟県） 

 

  

参考指標

資料：内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女
性に関する施策の推進状況」、新潟県知事政策局政策企画課男女平等・共同参画推進
室調べ
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資料：内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形
成又は女性に関する施策の推進状況」、新潟県知事政策局政策企画課男女平
等・共同参画推進室調べ
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計画の推進 

 

令和３年度の相談件数は

1,889 件であり、前年度に比べ 

131件減少した。 

女性からの相談が依然とし

て高い水準で推移しており、相

談内容は「その他人間関係」に

関するものが最も多く、次いで

「家庭・くらし」が続いている。 

男性からの相談は、「夫婦・

男女関係」が多くなっている。 

 

◇新潟県男女平等推進相談室の相談件数 

 

 

 

令和３年の新潟県の合計特

殊出生率は 1.32 で、前年から

0.01ポイント減少した。 

全国平均は前年を 0.03 ポイ

ント下回る 1.30 で、本県は全

国平均を上回る結果となった。 

全国順位は、前年の 34 位か

ら 32位となっている。 

年齢（５歳階級）別では、30

～34歳において、出生数及び女

性人口（推計値）の前年からの

減少幅が大きくなっており、こ

れらが影響しているものと考

えられる。 

 

 

◇合計特殊出生率（新潟県） 

 

 

 

 

 

余白 

参考指標

資料：新潟県知事政策局政策企画課男女平等・共同参画推進室調べ
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資料：厚生労働省「人口動態統計」
　※令和3年は速報値
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